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研究成果の概要（和文）：オイルパーム農園では、果房収穫時に剪定される大型葉や再植栽時に伐採される幹な
ど、膨大な量のパーム残渣が農園内に放置され、気候変動をもたらす要因となる。本研究では温暖化に対して分
解者がどのような応答を示し、パーム農園から放出される温室効果ガスがどう変動するのかといった疑問の解明
に向け、「温暖化操作実験下における温室効果ガス発生量の統合的観測」を実施した。その結果、温暖化が土壌
微生物の活性を高め、難分解性の土壌有機物の分解を促進することでCO2放出量が増加することや、シロアリの
行動活性を高めることで、パーム残渣が早期に分解され、大気中にCO2およびCH4として放出されることなどが明
らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In oil palm plantations, huge amounts of palm-derived organic matter, such 
as large leaves pruned during bunch harvesting and trunks cut down for replanting, are left on the 
plantation grounds and contribute to climate change. In this study, "Integrated Observation of 
Greenhouse Gas Emissions under Manipulated Warming" was conducted to elucidate questions such as how
 decomposers respond to global warming and how greenhouse gas emissions from palm plantations 
fluctuate. The results showed that warming increases the activity of soil microorganisms, which 
promotes the decomposition of persistent soil organic matter and thus increases CO2 emissions, and 
that warming increases the behavioral activity of termites, which leads to the early decomposition 
of palm-derived organic matter and its release to the atmosphere in the form of CO2 and CH4.

研究分野： 生態学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
オイルパーム農園から産出されるパーム油は、世界で最も多く消費される植物油脂であり、多くの国と地域の社
会・経済を支える重要な植物油脂である。一方、オイルパーム農園の造成は、熱帯林の伐採等、深刻な環境問題
を引き起こす要因となっており、パーム油認証制度の導入等による持続的オイルパーム農園経営の実現は、生産
国のみならず、消費国を含めた国際社会が解決すべき喫緊の課題となっている。本研究を通じて得られた温室効
果ガスの統合観測データは、こうしたパーム油認証制度の高度化や、気候変動に寄与しない持続的なオイルパー
ム農園経営の実現を図るうえで重要な指標となるもので、学術的価値・社会的意義の高いものであると言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

東南アジアのオイルパーム農園では、果房収穫のため定期的に大型の葉が剪定されるととも
に、果房生産量の低下から約 25 年間隔でパーム樹木の伐採・再植栽が行われるが、剪定された
大型の葉や伐採されたパーム幹は搬出に要する経済的負担から農園内に放置され、その量はパ
ーム油生産量世界第 2 位のマレーシア 1 国においても、年間総計 3.2 億トン（剪定葉 2.45 億、伐
採幹 0.75 億トン）の膨大な量に上る。 

こうしたパーム由来有機物が土壌微生物によって分解される場合、樹高 20m に達するパーム
樹木のバイオマス量を反映した膨大な量の CO2 が一時的に大気中に放出されるものの、放出さ
れた CO2 は再植栽されるパーム樹木によって再度吸収されるため、気候変動への影響はおおよ
そニュートラルになると考えられる。一方、パーム由来有機物が熱帯域に多く生息するシロアリ
によって採餌される場合には、腸内共生細菌によるセルロースの分解により CO2の約 28 倍の温
室効果を持つ CH4として大気中に放出され、気候変動を加速する要因となる。 

これまで申請者らにより、農園内に放置されたパーム由来有機物の主要な分解者がシロアリ
であることや、シロアリによるパーム由来有機物の分解によって膨大な量の CO2 および CH4 が
大気中に放出されること等が明らかとなってきているが、将来生じうる温暖化はシロアリに代
表される分解者の活性化を通して、更なる気候変動をもたらす要因ともなりうる。 

そのため、将来生じうる温暖化がパーム由来有機物の分解者動態や、CH4 を含む温室効果ガ
ス発生量に及ぼす影響の評価は、パーム油認証制度の高度化や、温室効果ガス排出抑止に向けた
持続的なオイルパーム農園経営の実現を図るうえで重要な指標となる。 

 

２．研究の目的 

本研究では、（国研）国際農林水産業研究センターおよび（国研）国立環境研究所により、土
壌炭素フラックス観測のためのマルチチャンネル自動開閉式大型チャンバーシステムが導入さ
れたマレーシア・ネグリスンビラン州のオイルパーム農園試験地において、温暖化操作実験下に
おける温室効果ガス（CO2、CH4）発生量の統合的観測を実施することで、 

① 将来生じうる温暖化に対して、シロアリや土壌微生物等のパーム由来有機物の分解者がどの
ような応答を示すのか？  

② その結果、農園内に放置されたパーム由来有機物の分解に起因した温室効果ガス放出量がど
のように変化するのか？ 

等の疑問を解明し、気候変動抑止に向けた適切なオイルパーム農園管理手法を提示することを
目的とした。 

 

３．研究の方法 

調査は上述のマレーシア・ネグリスンビラン州のオイルパーム農園試験地で実施した（図 1a）。
試験地には申請者らによって 15 基の温室効果ガス測定チャンバー（長 90cm×幅 90cm×高 50cm）
が設置され、パーム由来有機物の農園内放置が気候変動に及ぼす影響の評価が実施されている
が、本研究の遂行にあたり、新たに温暖化操作を行う 5 基を追加し、将来生じうる温暖化が分解
者動態および温室効果ガス（CO2、CH4）発生量に及ぼす影響を評価した。 

なお、温暖化操作にあたっては、棒状赤外線ヒーターを高さ約 2.4 メールの位置に設置し、
チャンバー周辺の地温が約 2.0℃高くなるよう設定した（図 1b）。 
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将来生じうる温暖化が分解者動態および温室効果ガス（CO2、CH4）発生量に及ぼす影響を明
らかにするため、20 基のチャンバーについて、5 基ごとに以下の異なる 4 種類の処理を施した：  

 
1. 無処理区（コントロール）：オイルパーム残渣を除去した試験区 
2. 微生物分解区：伐採パーム幹を導入し、忌避剤によりシロアリの影響を除去した試験区 
3. シロアリ分解区：伐採オイルパーム幹を導入し、シロアリの影響を除去しない試験区 
4. 温暖化区：シロアリ分解区と同様の処理を行い、温暖化操作により地温を 2.0℃上昇させた試

験区 

 

４．研究成果 

伐採パーム幹の導入実験を行った結果（図 2a）、忌避剤によりシロアリの影響を除去した試
験区（微生物分解区）においては、導入後 1 年が経過しても導入した伐採パーム幹に大きな変化
が見られなかったのに対し（図 2b）、シロアリの影響を排除しなかった試験区（シロアリ分解区
および温暖化区）では、伐採パーム幹の導入直後からシロアリによる伐採パーム幹の分解が確認
され（図 2d）、温暖化区においては約 2 ヶ月、シロアリ分解区においては約 3 ヶ月以内に導入し
た伐採パーム幹が分解された（図 2c）。つまり、温暖化操作実験化においても、オイルパーム農
園内に放置されるパーム由来有機物の主要な分解者はシロアリであり、将来生じうる気候変動
はシロアリの活性を高め、農園内に放置されるパーム由来有機物の分解を促進する可能性があ
ることが明らかとなった。 

図 2．パーム由来有機物（伐採パーム幹）の導入実験. a: 導入直後の伐採パーム幹. b: 忌避剤によりシロアリの

影響を除去した試験区. c: シロアリの影響を排除しなかった試験区. d: シロアリによる伐採パーム幹の分解. 

また、パーム由来有機物の分解に伴う温室効果ガス（CO2、CH4）の発生および将来生じうる
気候変動が及ぼす影響を評価するため、チャンバー内の CO2および CH4濃度の 24 時間連続観測
を行い、各処理区における CO2 および CH4 の単位時間面積当たりの発生速度（あるいは吸収速
度）を計測した（図 3）。 

図 3．シロアリ分解区および温暖化操作区における土壌 CO2/CH4 フラックス（一部、他課題のデータを含む）.  

これまで申請者らにより、シロアリによるパーム由来有機物の分解によって膨大な量の CO2

および CH4が大気中に放出されること等が明らかとなってきているが（図 3a①②）、温暖化操作
実験の結果、将来生じうる温暖化は土壌微生物相の変化はもたらさないものの、その量や活性を
高め、難分解性の土壌有機物の分解を促進することで、土壌から放出される CO2 量の増加をも
たらすことや（図 3b③）、シロアリの採餌・行動活性を高めることで、パーム由来有機物がより
早期に分解され、CO2および CH4として大気中に放出されることなどが明らかとなった。 
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